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現金化不可

特になし

財務

登録制

資金移動業者及び前払式支払手段発行者に対する現行規制の概要

資金移動業者

制限なし

出資法との関係で送金に関連した
資金のみ滞留することとなるが、
資金決済法においてその取扱いに
関する明文の制約はない

100万円

参入形式

特になし
「適正かつ確実に遂行するために

必要と認められる財産的基礎」

供託等義務（全額）

ある１週間の各営業日における要履行
保証額の最高額以上を翌週中に供託
（最低1,000万円）

届出制
基準日未使用残高が1,000万円を超えるとき

制限なし

特になし

登録制

制限なし

出資法との関係で送金に関連した
資金のみ滞留することとなるが、
資金決済法においてその取扱いに
関する明文の制約はない

制限なし

最低純資産額
１億円以上

制限なし

出資法との関係で送金に関連した
資金のみ滞留することとなるが、
資金決済法においてその取扱いに
関する明文の制約はない

現金化の可否

マネー・ローンダリング対応

現金化可

犯罪収益移転防止法における
取引時確認義務等

現金化不可

特になし

供託等義務（半額）

基準日（３月末及び９月末）の未使用
残高の２分の１の額以上を基準日の翌日
から２月以内に供託

（基準日未使用残高が1,000万円を超えるとき）

供託等義務（半額）

基準日（３月末及び９月末）の未使用
残高の２分の１の額以上を基準日の翌日
から２月以内に供託

（基準日未使用残高が1,000万円を超えるとき）

３

受入れ上限額

送金等上限額
（１件あたり）

保全の方法

利用者資金
の受入れ

前払式支払手段発行者（自家型）
[自店舗でのみ使用可能な商品券など]

前払式支払手段発行者（第三者型）
[交通系ICカードなど]



資金移動業者の利用者資金の保全方法

○ 保全対象となる資金の算定時点と実際の保全時点との間にはタイムラグが存在。そのため、実際に負って
いる債務額に比して、保全額に過不足が生じる場合がある。

○ 保全契約により保全を行う場合は、保全対象となる資金を業者の手元に残すことが認められている。

供託及び保全契約による保全に係る算定方法 保全方法による手元流動性の差異

１週間における要履行保証額の最高額以上の額（履行保証金）を、その週の末日
から１週間以内に保全。

要
履
行
保
証
額

（注１）要履行保証額は、各営業日における未達債務の額と権利
実行の手続に関する費用の額の合計額。

（注２）履行保証金信託契約を締結する場合は、各営業日における
信託財産の額が、その直前の営業日における要履行保証額
以上の額である必要がある。

供託、信託契約の場合、履行保証金をそれぞれ供託所、信託会社等に預ける。
他方、保全契約の場合、履行保証金は業者の手元に残る。

供託

業者

信託契約

保全契約

供託所 信託会社等

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

第２週における保全額

第３週における保全額

第１週 第２週 第３週

￥履行保証金
業者

￥履行保証金
＋手数料

履行保証金
信託契約

銀行等業者

手数料

履行保証金
保全契約

￥

４

要履行保証額に
比して保全額が
不足

要履行保証額に
比して保全額が
過剰



利用者資金の保全義務及び財務規制の変遷

1932年

「
商
品
券
取
締
法
」
施
行

1990年

「
前
払
式
証
票
の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
」
施
行

2010年

「
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
」
施
行

○ 1932年に制定された商品券取締法において、商品券の発行残高の２分の１以上の供託義務が規定され、
現行の資金決済法においても、前払式支払手段の基準日未使用残高の２分の１以上の供託義務が規定されている。

○ 資金決済法制定時に、サーバ型前払式支払手段も規制の適用対象とされ、規制対象が広がっている。

・
全
額
以
上
の
供
託
義
務

(

要
履
行
保
証
額)

資金移動業者と前払式支払手段発行者に係る利用者資金の保全義務及び財務規制の変遷

商
品
券

前
払
式
支
払
手
段

資
金
移
動
業

・
財
務
規
制
無
し

サ
ー
バ
型

磁
気
型
・I

C

型

前
払
式
証
票

・
２
分
の
１
以
上
の
供
託
義
務

(

発
行
残
高)

・
２
分
の
１
以
上
の
供
託
義
務(

基
準
日
未
使
用
残
高)

※

自
家
型
は
財
務
規
制
無
し

・
資
本
又
は
出
資
の
額
１
億
円
以
上(

第
三
者
型)

※

自
家
型
は
財
務
規
制
無
し

・
純
資
産
額
１
億
円
以
上(

第
三
者
型)

・
２
分
の
１
以
上
の
供
託
義
務(

基
準
日
未
使
用
残
高)

紙
型

磁
気
型
・I

C

型

紙
型

・
財
務
規
制
無
し

５

(

例)

デ
パ
ー
ト
の
商
品
券

※

第
三
者
型: 

発
行
者
以
外
に
対
し
て
使
用
が
で
き
る
も
の

※

自
家
型: 

発
行
者
に
対
し
て
の
み
使
用
が
で
き
る
も
の

・｢

自
家
型｣(

届
出
制)｢

第
三
者
型｣(

登
録
制)

の
区
分

(

例)

テ
レ
ホ
ン
カ
ー
ド
、

交
通
系
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド

(

例)

オ
ン
ラ
イ
ン

ギ
フ
ト
カ
ー
ド

※ 紙型とは、紙片に金額等の財産的価値が記載・記録されている前払式証票又は前払式支払手段を指す。※ 磁気型・IC型とは、磁気ストライプ、ICチップ等に金額等の財産的価値が記載・記録されている前払式証票又は前払式支払手段を指す。
※ サーバ型とは、コンピュータ・サーバ等に金額等の財産的価値が記録されている前払式支払手段を指す。有体物（カード等）のみならず、無体物（IDなどの符号等）の場合もある。



参考：「テロ資金対策に関するＧ７行動計画」に基づく将来的な基準強化の検証の結果（仮訳）（抄）
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財務省・金融庁ウェブサイト公表資料（抄）



ポストペイサービス

７



ポストペイサービス（１）

○ 現行制度において、ポストペイサービスを提供する場合、以下の３つの法的枠組みが存在。

８

① 銀行法上の銀行業の免許を受けて行う方法（為替取引と資金の貸付けの組合せ）

② 資金決済法上の資金移動業の登録及び貸金業法上の貸金業の登録を受けて行う方法

③ 割賦販売法上の信用購入あっせん業の登録を受けて行う方法



ポストペイサービス（２）

○ 一定期間の送金サービス利用代金をまとめて利用者の銀行口座から引き落としを行うサービスが存在。
○ こうしたサービスは、外形的には「資金供与」と捉えることもできるが、支払時期をまとめたい、などの

利用者ニーズに応えるものとも考えられる。

９

ポストペイサービスリアルタイムペイサービス

送金サービス利用代金が、サービス利用の都度、即時に銀行口座から
引き落とされる。

一定期間の送金サービス利用代金が、まとめて、銀行口座から
引き落とされる。

銀
行
口
座
残
高

時間

商品等の
購入

￥
支払

利用者

￥
支払

個人間
送金

まとめて支払

銀
行
口
座
残
高

時間

商品等の
購入

利用者

￥

個人間
送金

リアルタイムペイサービスとポストペイサービス


